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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 循環社会構築加速化事業 事業期間 平成 ２９ 年度 ～ 平成 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　県内の廃棄物は減量化・再資源化率ともに伸び悩みの傾向にあるうえ、南海ト
ラフ巨大地震では、災害廃棄物の大量発生が予測されている。

事業の目的
　産業廃棄物中間処理業者等の意識改革を行うとともに、平時から災害廃棄物処理を視野に入れ
た資源循環の体制を構築し、産業の活性化と災害廃棄物への処理能力強化を図るため、企業の意
識改革を促す講習会等を開催する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 恵まれた環境の未来への継承～おおいたうつくし作戦の推進～

施策区分 循環を基調とする地域社会の構築

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 循環社会推進課 評価者 循環社会推進課長　梶原　浩

３０年度(予算)

①企業の意識改革
　循環産業牽引企業育成講習会の開催（2回）　委託先：大分県環境保全協議会
　中間処理業者向けセミナーの開催（4回）　　委託先：一般社団法人　大分県産業廃棄物協会
②災害廃棄物処理における連携強化
　自治体職員向け研修の実施（1回）
　産業廃棄物処理業者向け研修会の実施（6回）委託先：一般社団法人　大分県産業廃棄物協会
③セメント工場への廃棄物搬入体制の整備
　資源推進協議会の開催（3回）

① 13,224 総コスト 34,657 37,172

② 2,807

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 11,657 14,172

③ 71 (うち一般財源)

計 16,102 職員数（人） 2.30 2.30

④ 人件費 23,000 23,000

最終達成
(　　年度)

循環産業牽引企業育成講習会
の１回当りの参加者数（人）

目標値 60 60
82%

資源推進協議会の開催
（回）

目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 73 3
3 3

0%

a100.0%達成率 120.8% 達成率
実績値

実績値 20 実績値17%
目標値目標値 18 21

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(　　年度)

事業の成果

達成率 111.1% 達成率

自治体職員向け災害廃棄物研
修の参加者数（人）

活動指標

最終処分場残余年数（年）

目標値 31.0 30.8

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a 　企業の意識醸成やセメント原料への再資源化を促進することで、最終処分場残余年数を0.8年延ば
すことができた。

実績値 31.0 30.8

達成率 99.4%

廃止

・廃プラスチックなど、特定品目の低い再資源化率
・市町村の災害廃棄物の処理能力強化

・中間処理業者や排出事業者の排出抑制及び環境保全意識の醸成
・災害時の廃棄物の迅速な処理体制の構築

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 豊かな水環境保全推進事業 事業期間 平成 ２９ 年度 ～ 平成 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　２６年度から２８年度にかけて、4つのモデル河川（筑後川、大分川、大野川、
犬丸川）の流域が抱える課題解決を目指し、地域住民が連携して水環境保全に取
り組むネットワーク組織「流域会議」を設立して、流域会議を核とした活動を支
援してきた。しかしながら、「流域会議」の活動はまだ定着には至っておらず、
また、一部の流域内では活動が連携したものとなっていない。

事業の目的

　4つのモデル河川が抱える課題を解決するため、地域や流域が連携して取り組む自主的、継続的
な活動を支援する。
　また、3年間の取組で構築されたネットワーク（流域会議）に基づく活動を発展させ、活動の自
立と上下流域の連携強化を目指すため、各流域の特性に応じた活動を支援する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 恵まれた環境の未来への継承～おおいたうつくし作戦の推進～

施策区分 循環を基調とする地域社会の構築

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 うつくし作戦推進課 評価者 うつくし作戦推進課長　御沓　稔弘

３０年度(予算)

①流域内外での水環境保全活動の参加者の増加と連携強化
　・「つながる！豊かな水キャンペーン」の実施…大野川流域におけるメインイベントの開催
　・各流域の地域課題解決に向けた合同学習会の実施
②流域会議による河川保全活動の自立化支援
　・各流域毎の課題に即した有識者や専門家の派遣
　・活動の広報による認知度アップと参加者の拡大の支援
　・地域のイベント時に取組を紹介するコーナーの設置
③生活排水対策の普及啓発
　・リーフレット配布による生活排水対策の実施

① 3,240 総コスト 16,804 15,404

② 1,778

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 4,804 3,404

③ 1,096 (うち一般財源)

計 6,114 職員数（人） 1.20 1.20

④ 人件費 12,000 12,000

最終達成
(　　年度)

モデル河川での流域会議、連
絡会議開催回数（回）

目標値 8 8
53%

生活排水対策リーフレット
の配布数（枚）

目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 8 400
400 400

18%

a100.0%達成率 100.0% 達成率
実績値

実績値 5 実績値29%
目標値目標値 5 5

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度
最終達成
(　　年度)

事業の成果

達成率 100.0% 達成率

流域会議が住民に対して行っ
た啓発活動（回）

活動指標

水環境保全の啓発活動への
参加者数〔累計〕（人）

目標値 1,500 3,000

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a
　モデル4河川の流域会議の活動や水環境保全の啓発活動の参加者が1,500名となっており、流域の
特性に応じた支援により、地域住民への活動ＰＲや水環境への理解促進、さらには環境教育が推進
できた。

実績値 1,500

達成率 100.0%

廃止

・各流域毎の活動の自立と流域内外における連携促進
・流域会議の活動の定着
・地域住民に対する水環境への理解促進
・活動団体の高齢化に伴う担い手の確保

・流域内外での水環境保全活動の参加者の増加と連携強化
・地域の特性に応じた活動支援
・生活排水対策の普及啓発
・活動の中核となる世代への活動参加の呼びかけ

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続
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（事業実施年度：平成２９年度）

（評価実施年度：平成３０年度）

A

評価
割合

評価
割合

評価

［３．事業の成果］

評価

今後の事業方針

事務事業評価調書
別紙２－４

事業名 生活排水処理施設整備推進事業 事業期間 昭和 ５９ 年度 ～ 平成 年度

［１．現状・課題、目的］

現状
・

課題

　平成２８年度末の本県の生活排水処理率は74.9％で、全国平均90.4％（全国44
位：東日本大震災の影響で福島県は調査対象外）、九州平均85.2％（九州最下
位）と比べて低い状況である。

事業の目的
　河川等の水質や生活環境を改善するため、本事業で生活排水処理施設整備推進事業交付金等を
市町に交付し、生活排水処理率を向上する。

［２．事業内容］ （単位：千円）

政策区分 恵まれた環境の未来への継承～おおいたうつくし作戦の推進～

施策区分 循環を基調とする地域社会の構築

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 公園・生活排水課 評価者 公園・生活排水課長　島津　惠造

３０年度(予算)

①生活排水処理施設整備推進事業交付金
　下水道事業等を実施した市町へ交付金を交付（13市1町）
②浄化槽設置整備事業（補助金）
　住民への合併処理浄化槽設置補助を行った市町へ補助金を交付（13市3町）
③農業集落排水事業
　補助金の交付（5市）
④漁業集落排水事業
　補助金の交付（1市）

① 168,532 総コスト 409,952 370,390 528,084

② 166,760

活動名及び活動内容 番号 主な活動の予算額 コスト ２８年度(決算) ２９年度(決算)

事業費 391,952 352,390 510,084

③ 27,072 (うち一般財源) 360,862 312,766 388,374

計 374,916 職員数（人） 1.80 1.80 1.80

④ 12,552 人件費 18,000 18,000 18,000

最終達成
(　　年度)

下水道事業等補助金の交付市
町数

目標値 14 14 14
45% 農集補助金の交付市数

目標値

最終達成
(　　年度)

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

実績値 14 14 5
6 5 4

7%

a100.0% 100.0%達成率 100.0% 100.0% 達成率
実績値 6

3%実績値 16 16 実績値 1 144% 漁集補助金の交付市数
目標値 1 1 2目標値 16 16 16

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 最終達成
(３７年度)

事業の成果

達成率 100.0% 100.0% 達成率 100.0% 100.0%

浄化槽設置事業補助金の交付
市町数

活動指標

生活排水処理率（％）

目標値 74.8 76.4 78.1 90.0

評価割合の合計は、端数処理上100％にならない場合があります。

a
　平成２８年度の生活排水処理率の対前年伸び率は、1.3ポイント（H27：73.6％→H28：74.9％）で
あり、同時期の全国平均の伸び率0.5ポイント（H27：89.9％→H28：90.4％）を上回っている。
　国調査の公表時期が翌年９月以降となるため、評価は平成２８年度実績を採用。

実績値 74.9

達成率 100.1%

廃止

・生活排水処理率向上のためには市町村の主体的な取組が不可欠
・整備に時間、維持管理コストがかかる下水道（主に都市部）や整備に対して個人負担の影響が大
きい合併処理浄化槽、両者の特徴を考慮し、各地域の実情に合った整備が必要
・生活排水処理率が低いことが顕著な山間部（河川上流域）への合併処理浄化槽の普及
・県民への水環境に対する啓発活動の強化

・下水道整備区域と浄化槽整備区域の適切な見直しを行い、下水道と浄化槽の両事業を効果的に実施するこ
とによる生活排水処理率のさらなる向上、また山間部への合併処理浄化槽の普及促進
・市町村と連携した地域イベントを行うことにより、県民の生活排水対策の意識を向上
・生活排水出張教室を開催し、小学生に生活排水対策の重要性を啓発

［４．今後の課題と方向性等］

今後の課題 今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続

- 3 -


